












国民教育基本法 '7 3にみる現行学校自治の構図 1. 学校自治の原員iJー単独責任制と合
議制の共存、 2. 生徒・学生.親の学校自治への参加規定、 3. 教育協議会と学校自治.
4. 父母委員会の性格、 5. 父母委員会と学校自治、 6. 幼稚園父母委員会規則の場合
学校自治の原基的形態 1. 学校協議会一学校集団(教職員と生徒〉と労働者住民による




1. 学校について '31 



































































































1 9 4 3 コンスタンチーノフ監修『世界教育史②』の左かで引用されている、定着したようだ。







(6) ，..llL.+ff __ 
育協議会(学校協議会の後進) か学校-r集団的托管理する機関として成立したのは最近のこと
であるといい、 19 5 2年(スター 1)ン時代)にはまだ教育協議会規則は校長に付属する諮問機
関にしていたといっている(1 9 5 2年 10月 20日付の「ロシア共和国の初等学校・ 8年制学校
-中等学校の教育協議会規則」のととを指しているのであるが、詳細Kたしかめられないのが残
念であるん



























もとでその仕事を公こ在っている(傍点一引用者、 35 l，.._ 2頁〉。
3. 合議官IJ復活の方向











るという (8)(ダロホずが上書を執筆した時点での規定は 19 5 9年 i8年制学校規則 jと「
労働政育をとも左う中等普通教育労働総合技術学校K関する規制」ーいずれもロシア共和国閣僚
会議決定による承認ーとそれKもとづく 19 6 0年のr8年制学校、中等普通労働総合技術学校
校むよび夜間寄り(交替市J)中等普通学校の教育協議会規則 jを指す〉。規則'60はたしかめられ
在かったので、 18年告Ij学校規制jの第 5章、教育協議会からその性格をみていきたい。






























































































































































(1) (その 1) VLついては lr教育行財政研究J第 6号(関西教育行政学会編19 77)に掲鼓さ
れている。
(2) liソ連邦の国民教育j]16 O'-"'__16 1頁、邦訳はあたれ矢川徳光著rソヴエト教青学の展
開j](春秋社、 1 9 5 0 )を参考にした。
(3) 学校死滅論については前掲矢)1¥徳光著を参照
(4) r新教育事典j](平凡社、 19 4 9 )の「ソヴエトの教育」の項(矢)1¥執筆)からの引用
(5) コンスタンチーノフ監修『世界教育史j](大崎・勝田・浅川共訳、青銅社_1954)
2 8 2頁
(6) 学校協議会が教育協議会へと名称変更するのは、 1943.4.7付「教育協議会の規制 J
からである。
(7) グ.").ダロホグ著r国民教育の管理j]1 8頁、 19 6 5、法律図書出版、モスクワ
(8)〆問書、 7 7頁
(9) rソ連邦の国民教育j]201.-...__202頁
ó.~ r小学校J誌、 19 6 3、 J伝5
ω グ.").ダロホヴ前掲著. 7 8.-.._7 9頁
ω ィ.デ.オゴロドニコフ著r教育学j]3 6 6真、 19 6 8、教育出版、モスクワ
M 問書、 364頁
ó.~スホムリンスキー著『教育の力を信じてj] (笹尾道子訳.新読書社、 1974)84.-...__88頁
締 ヴ.べ.ストレジコジン著r教授過程の指導監督j]7 6真、 1972、教育出版、モスクワ
綿 J 1野辺敏著rソグエト教育制度概説j]188.-...__189頁、新読書社. 1 9 7 6 
くことわり>
印刷の都合で、雑誌、文献等のロシア語名を出すことができ在かった。
??????
